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≪ 少子化対策関連 ≫ 

 

・６月補正予算で 15,004 千円増額し、H26 年度 2月補正も含め合計で 9,043,914 千円。 

・H26 年度当初予算（H25 年度 2月補正を含む）との対比で、3.6％増。 

 

（１）(一部新) 少子化対策県民運動等推進事業（子ども・家庭局）       7,686 千円 
（当初予算及び平成 26 年度 2月補正と合わせ 17,378 千円） 

県内各市町における少子化対策に関する取組や制度を総合的に情報発信し、三重県全

体の少子化対策を進めるため、放送、出版、ホームページ等による複合的な広報を展開

する。 

 

 

（２）(一部新) みえの出逢い支援事業（子ども・家庭局）               1,799 千円 
（当初予算及び平成26年度 2月補正と合わせ10,943千円） 

結婚を望む人の希望がかなう地域社会の実現に向け、子どもの結婚を望む親等に対し

てセミナーを実施するとともに、子どもに対して親ができる支援等の情報発信を行う。 

 

 
≪ 安全・安心を支える基盤づくり ≫ 
 
（１）(一部新) 広域防災拠点施設整備事業（防災対策部）         6,791 千円 

 
大規模地震の発生に備え、東紀州（紀南）広域防災拠点に防災ヘリコプター用航空燃

料貯蔵所等を整備するため、その整備に向けた設計等を行う。 

 
 
（２）河川堆積土砂対策事業（公共）（県土整備部）            460,000 千円 

                        （当初予算と合わせ 720,000 千円） 

河川における洪水時の流下能力を確保するため、当初予算を増額し、堆積土砂の撤去

とともに砂利採取を活用した土砂撤去を進める。 

 
 
（３）土砂災害危険箇所における基礎調査（「砂防整備交付金事業費」の一部）（公共） 

（県土整備部）                                               96,000 千円 
（当初予算及び平成26年度2月補正と合わせ636,000千円） 

土石流等による土砂災害から生命や財産を守るため、当初予算を増額し、土砂災害危

険箇所における基礎調査を平成 31 年度の完了に向けて実施する。 

 

 

（４）（新）農業版ＢＣＰ策定事業（農林水産部）                   4,345 千円 
 

大規模な災害の発生に備えて、あらかじめ農業生産を円滑に回復するための取組や手

順を定める「農業版ＢＣＰ」を策定する。 
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（５）県単くらしと環境を守る交通安全施設整備事業（警察本部）      69,708 千円 

（当初予算と合わせ186,266千円） 
新設道路において、交通事故防止と交通の円滑化を図るため、当初予算を増額し、信

号機等の交通安全施設の整備を行う。 

 
 
 

≪ 県内産業の振興 ≫ 
 

（１）三重の畜産成長産業化促進事業（農林水産部）         119,235 千円 
（当初予算と合わせ 182,098 千円） 

畜産経営を向上させるため、当初予算を増額し、畜産事業者における家畜飼養管理施設

等の整備を支援し、畜産生産基盤の強化を図る。 

 
 
（２）森林整備加速化・林業再生総合対策事業（農林水産部）     177,000 千円 

（平成 26 年度 2月補正と合わせ 1,008,514 千円） 

地域材の需要拡大、安定的・効率的な地域材の生産・供給体制の構築及び持続的な林業

経営の確立を図るため、未利用間伐材利用促進対策や木質バイオマス利用施設等の整備を

支援する。 

 
 
（３）(一部新)バイオリファイナリー・エネルギー産業活性化推進事業（雇用経済部） 

 3,240 千円 
（当初予算と合わせ 5,745 千円） 

水素を活用した社会の実現に向け、バイオマス等の地域エネルギーの資源量調査を行う

ほか、水素エネルギーを活用した地域社会づくりの可能性調査を行う。 

 

 
≪ 県広報の充実 ≫ 
 
（１）(一部新) 県政だより事業（戦略企画部）                  12,845 千円 

（当初予算と合わせ 81,470 千円） 

県広報「県政だより みえ」が、より「見やすい、わかりやすい、入手しやすい」ものと

なるよう、データ放送による発信に加え、平成 28 年 4月からのタブロイド判発行の準備を

行う。 
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≪ 公共事業 ≫ 
 

・平成２７年度当初予算では前年度当初予算額の８０％程度を機械的に計上。 

・今回の補正予算により、146 億円増額した結果、６月補正後の公共事業全体 

の予算額は、対前年度当初予算比 2.4％増の 841 億円。 
                             

〔再掲事業含む〕 
 
（１）一般公共事業                       6,282,128 千円 

 
道路事業で 3,862,467 千円、農業農村事業で 793,466 千円、砂防事業で 393,797 千

円、漁港漁村事業で 387,362 千円をそれぞれ増額するなど、あわせて 6,282,128 千円

を増額補正する。 
 
 
 
 
（２）県単公共事業                       5,289,992 千円 

 
公共土木施設維持管理事業で 1,936,401 千円、道路事業で 1,638,629 千円、森林山

村事業で 588,348 千円、海岸事業で 495,790 千円をそれぞれ増額するなど、あわせて

5,289,992 千円を増額補正する。 
 

 

 

 
（３）国直轄事業負担金                     3,047,730 千円 

 
河川事業で 1,609,313 千円、道路事業で 1,252,550 千円をそれぞれ増額するなど、

あわせて 3,047,730 千円を増額補正する。 
 
 
 

平成２７年度６月補正後 36,539,237 千円（対前年度当初 ４．７％の増） 

平成２７年度６月補正後 21,504,393 千円（対前年度当初 ０．４％の減） 

平成２７年度６月補正後 17,860,102 千円（対前年度当初 ４．３％の減） 



                                              （単位：億円、％）

県税 2,213 2,533 2,533 320 14.5 2,213 2,533 320 14.5

地方譲与税 327 310 310 ▲ 17 ▲ 5.1 327 310 ▲ 17 ▲ 5.1

地方交付税 1,384 1,349 1,349 ▲ 35 ▲ 2.5 1,386 1,352 ▲ 34 ▲ 2.5

国庫支出金 708 703 41 744 37 5.2 787 799 11 1.4

県債 1,199 1,082 102 1,183 ▲ 16 ▲ 1.3 1,237 1,196 ▲ 41 ▲ 3.3

うち

臨時財政対策債 588 484 484 ▲ 104 ▲ 17.7 588 484 ▲ 104 ▲ 17.7

退職手当債 90 72 72 ▲ 18 ▲ 20.0 90 72 ▲ 18 ▲ 20.0

その他 1,070 1,138 46 1,185 115 10.8 1,031 1,187 157 15.2

うち

基金繰入金 348 230 37 268 ▲ 81 ▲ 23.1 306 269 ▲ 38 ▲ 12.3

歳入合計 6,901 7,116 189 7,306 405 5.9 6,981 7,378 397 5.7

                                              （単位：億円、％）

義務的経費 4,249 4,284 4,284 35 0.8 4,249 4,285 35 0.8

人件費 2,179 2,162 2,162 ▲ 18 ▲ 0.8 2,179 2,162 ▲ 17 ▲ 0.8

社会保障関係経費 930 945 945 14 1.6 930 945 14 1.6

公債費 1,140 1,178 1,178 38 3.3 1,140 1,178 38 3.3

消費的経費 1,607 1,968 38 2,007 400 24.9 1,620 2,047 427 26.4

投資的経費 1,044 863 151 1,014 ▲ 30 ▲ 2.9 1,112 1,047 ▲ 65 ▲ 5.9

歳出合計 6,901 7,116 189 7,306 405 5.9 6,981 7,378 397 5.7

公債費除き 5,761 5,938 189 6,128 367 6.4 5,841 6,200 359 6.1

（注）数値は四捨五入によるため、合計に合わない場合があります。
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◆ 補正後の基金繰入金は、対前年度２３．１％減の２６８億円 
  このうち、財政調整のための基金は、対前年度０．８％減の１１７億円 
 
 
 
【歳出】 
 
 
 
 
 
◆ 消費的経費は、当初予算で平成２６年度当初予算額の６０％を機械的に計上した

私立高等学校等振興補助金を６月補正において年間総合予算とすることなどに伴い、
３８億円を計上 

  なお、補正後の消費的経費は、対前年度２４．９％増の２，００７億円 
  ただし、地方消費税の税率引き上げの平年度化による地方消費税都道府県清算金・

市町交付金の増加分を除くと、対前年度５．８％増 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 投資的経費は、６月補正において公共事業を年間総合予算とすることなどに伴い、

１５１億円を計上 
  なお、補正後の投資的経費は、対前年度２．９％減の１，０１４億円 
 
 

 
 投資的経費は、１５１億円を計上 
補正後予算は、対前年度当初予算の２．９％の減 
 

 
 基金繰入金は、３７億円を計上 
補正後予算は、対前年度当初予算の２３．１％の減 

  

 
消費的経費は、３８億円を計上 
補正後予算は、対前年度当初予算の２４．９％の増 
 


